
様式第２号 

政 策 会 議 報 告 書 

 

令和２年６月２日 

 

報告者 総務部長 

件 名 「令和２年国勢調査」実施に伴う指導員及び調査員の推薦依頼について 

要 旨 

 

令和２年１０月１日を調査期日として、総務省による「令和２年国勢

調査」が全国で実施されます。 

国勢調査は、統計法に基づき５年ごとに実施され、日本国内に住む

すべての人と世帯を対象とする、国の最も重要な統計調査です。 

本調査の実施に当たりましては、職員の方々のご協力が必要となります。 

つきましては、本日付けで、各部長等宛に「令和２年国勢調査」実施に

伴う指導員２７３名及び調査員８５０名の推薦を依頼いたしますので、

ご協力をお願いいたします。 

なお、指導員及び調査員の任命期間並びに今後のスケジュールは、以下

のとおりです。 

 

 

【任命期間】 

指導員 ７月１７日～１１月３０日 

調査員 ８月３１日～１０月３０日 

 

【今後のスケジュール（予定）】 

  ６月 ２日        指導員及び調査員の推薦依頼 

  ６月１７日        指導員及び調査員の推薦回答締切 

  ９月１４日        調査期間開始 

 １０月 １日        調査基準日 

 １０月２０日        調査期間終了 

 １０月２６日～３０日    調査員から指導員への調査書類提出 

 １１月 ２日～１１月１３日 指導員から文書行政課への調査書類提出 

  

※新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、上記スケジュールにつ

いては、今後、変更になる可能性があります。また、今回、指導員及

び調査員向けの説明会は開催せず、代替的な方法にて説明を行う予定

です。 

所管名 総務部 文書行政課 電話番号 04-2998-9043 

※ 会議の７日前までに関係資料を添え、３１部提出してください。 

※ 報告書（関係資料を除く）のデータもメールで送付してください。 

 



様式第２号 

政 策 会 議 報 告 書 

 

令和２年６月２日 

 

                              報告者 総務部長 

件 名 管理職向け「報道機関対応（危機管理広報）研修」の開催について 

要 旨 

 
生産性向上や長時間労働の是正など、働き方に関する課題に対応する

ため、平成３０年度から、管理職のマネジメント力強化を目的とした研
修を実施しています。 
第４回目となる今回は、所属長である管理職職員を対象に「報道機関

対応（危機管理広報）研修」を下記のとおり実施いたします。 

今回は、昨年度実施しました管理職研修の受講者アンケートで多くの
要望をいただきました「マスコミ対応」をテーマとしました。 

様々なメディアが活用される現代において、危機発生時の広報対応は、
その団体や組織の信頼・ブランドを左右する重要な要素です。研修では、
危機発生時において、適切かつ迅速な対応を行い、市民からの信頼を獲
得していくために、多数の事例や模擬記者会見などにより実践的な危機
管理広報の知識・ノウハウを学びます。 
対象職員への周知及び参加へのご協力をお願いいたします。 

 

記 
 

１ 日  時  令和２年７月１０日（金） 

午前の回  ９：３０～１２：００ 
午後の回 １３：３０～１６：００ 

※午前・午後ともに同じ内容で実施します。 

※各回７０名の定員とさせていただきます。 
 

２ 場  所  ８階大会議室 

 
３ 対 象 者  所属長である管理職職員 

 

４ 講  師  一般社団法人 日本経営協会 

専任講師  森 健（もり たけし） 氏 
 

５ 内  容  （１）危機管理の基本、実践 

（２）メディア対応の基本と報道機関対応 

 

所管名 総務部 職員課 電話番号 04-2998-9048 

※ 会議の７日前までに関係資料を添え、３２部提出してください。 

※ 報告書（関係資料を除く）のデータもメールで送付してください。 



様式第２号 

政 策 会 議 報 告 書 

 

令和２年６月２日 

 

報告者 総務部長 

件 名 公共工事の施工時期の平準化に向けた取組について 

要 旨 

  

公共工事の施工時期の平準化につきましては、「公共工事の入札及び

契約の適正化の促進に関する法律」において、公共工事の品質が確保さ

れるよう担い手の中長期的な育成及び確保に配慮しつつ、入札及び契約

などの事務について適切に実施することを発注者の責務としており、公

共工事の施工時期の平準化に向けた取組が地方公共団体の努力目標とさ

れていることから、「所沢市公共工事の施工時期の平準化に向けた取組に

ついて」に基づき実施していくことといたしました。 

 

また、ここで令和元年度の平準化率がまとまりましたので、あわせて

報告するものです。 

 

 

平準化率（金額） 

 4～6 月期 

平均稼働金額 

年度 

平均稼働金額 

平準化率 

全体 267,253,004 円 680,437,330 円 0.393 

市長部局 183,213,265 円 303,794,008 円 0.603 

上下水道局 84,039,739 円 376,643,322 円 0.223 

 

平準化率（件数） 

 4～6 月期 

平均稼働件数 

年度 

平均稼働件数 

平準化率 

全体 35 件 85 件 0.412 

市長部局 23 件 43 件 0.535 

上下水道局 13 件 42 件 0.302 

 

【参考】 平成 30 年度所沢市平準化率（件数）0.28 

     令和 6 年度目標（件数）      0.9 

所管名 総務部 契約課 電話番号 04-2998-9058 

※ 会議の前日までに３２部提出してください。 

 

 



様式第２号 

政 策 会 議 報 告 書 

 

令和２年６月２日 

 

報告者 健康推進部長 

件 名 「トコトコ健幸マイレージ事業」の開始について 

要 旨 

 

歩くこと等によりポイントを貯めながら健康増進を実践する本市の健

幸マイレージ事業は、内容をリニューアルし、名称を「トコトコ健幸マ

イレージ」と改めて、７月１日から事業を開始します。 

本事業は、埼玉県の「コバトン健康マイレージ」に参入し、県の共通

ポイント・景品に加えて、本市独自のポイント・景品を導入することで、

より充実した事業を展開し、名称も独自のものといたしました。 

市独自の景品は、「ところ産食プロジェクト」の協力を得て、市内の飲

食店等で使用できるクーポン券（2,000 円分）とし、さらなる出歩きの

促進を図り、地域の再発見、地産地消の推進も図ります。 

また、事業のアイコンとなるロゴマークを作成しました。今後、市民

への周知の際や円滑な事業推進のために活用します。 

なお、本事業の詳細については、広報６月号（特集記事）及び市ホー

ムページに掲載しています。 

 

記 

 

１ 事業開始日 令和２年７月１日（以降、随時申込可能） 

２ 対象者   １８歳以上（令和２年４月１日現在）の市内在住者 

３ 参加者数  初年度４，０００人（見込） 

４ 申込方法  ・スマートフォン…専用アプリから申込 

・歩数計…申込書を県に郵送 

もしくは県ＨＰ上で 

申請 

所管名 健康推進部 健康づくり支援課 電話番号 04-2991-1813 

※ 会議の７日前までに関係資料を添え、３２部提出してください。 

※ 報告書（関係資料を除く）のデータもメールで送付してください。 

 



様式第２号 

政 策 会 議 報 告 書 

 

令和２年６月２日 

 

報告者 市民医療センター事務部長 

件 名 病院事業における令和元年度業務状況報告について 

要 旨 

 

所沢市病院事業に係る、令和元年度の業務状況がまとまりましたので

報告します。 

 

病院事業の業務状況等 

・入院患者数  ：  延  10,576 人（平成 30 年度比 1,911 人増） 

・外来患者数  ：  延  42,933 人（ 同     1,362 人減） 

・健康検診受診者：    33,395 人（ 同     2,004 人減） 

・病院事業収益 ：1,854,370,410 円（ 同   35,090,330 円増） 

・病院事業費  ：1,888,447,691 円（ 同   53,794,512 円増） 

・損益  純損失：  34,077,281 円（ 同   18,704,182 円減） 

 

 

所管名 市民医療センター事務部 総務課 電話番号 04-2992-1151 

※ 会議の７日前までに関係資料を添え、３２部提出してください。 

※ 報告書（関係資料を除く）のデータもメールで送付してください。 



様式第２号 

政 策 会 議 報 告 書 

 

令和２年６月２日 

 

報告者 上下水道局長 

件 名 上下水道事業における令和元年度業務状況報告について 

要 旨 

 

所沢市水道事業及び下水道事業に係る、令和元年度の業務状況がまと

まりましたので報告します。 

 

水道事業の業務状況等 

・給水戸数：      162,256 戸（平成 30 年度比 2,134 戸増） 

・給水人口：      344,176 人（ 同      281 人増） 

・年間配水量：    35,511,500 ㎥（ 同    355,150 ㎥減） 

・年間有収水量：   34,614,200 ㎥（ 同    351,049 ㎥減） 

・建設改良工事発注件数：   49 件（ 同        2 件増） 

・水道事業収益： 6,272,267,246 円（ 同   16,256,506 円増） 

・水道事業費：  5,656,354,609 円（ 同  182,433,949 円減） 

・損益：  純利益  615,912,637 円（ 同  198,690,455 円増） 

 

 

下水道事業の業務状況等 

・処理区域内人口：   324,981 人（平成 30 年度比 1,336 人増） 

・水洗化人口：     319,669 人（ 同      1,353 人増） 

・年間処理水量：   36,174,646 ㎥（ 同   2,780,052 ㎥増） 

・年間有収水量：   32,655,466 ㎥（ 同    177,466 ㎥減） 

・建設改良工事発注件数：   33 件（ 同        2 件増） 

・下水道事業収益：5,850,427,231 円（ 同   83,000,991 円増） 

・下水道事業費： 5,557,795,752 円（ 同   45,857,381 円減） 

・損益：  純利益  292,631,479 円（ 同  128,858,372 円増） 

 

 

所管名 上下水道局 経営課 電話番号 04-2921-1087 

※ 会議の７日前までに関係資料を添え、３２部提出してください。 

※ 報告書（関係資料を除く）のデータもメールで送付してください。 

 


